
2024年度 最低賃金改定の影響に関する調査レポート
＜各都道府県改定額 × 2024年8月時点掲載の求人情報＞
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株式会社リクルート

ジョブズリサーチセンター

この調査レポートはジョブズリサーチセンターが毎月調査発表している「アルバイト・パート募集時平均時給調査」
のデータ、および「令和6年度地域別最低賃金額答申状況」により公表された各都道府県の改定額をもとに、最
低賃金改定の影響についてまとめたものです。

地域別最低賃金額以上の賃金額を支払わない場合、最低賃金法に罰則（50万円以下の罰金）が定められ
ています。時給だけでなく、月給や固定残業代を時給換算した場合にも下回ることがないようご注意ください。また
例年基本給は修正したものの、残業・深夜手当などの修正漏れが発生しています。本レポートを機に賃金体系
や求人内容などのチェックを早めにしていただくことをおすすめします。

《最低賃金改定の状況》

⚫ 2024年度は中央最低賃金審議会が答申した全国一律50円の引き上げ目安に対して、27県が目安を上
回る答申をし、50～84円の引き上げが決まりました。全国加重平均は51円引き上げられ1,055円となります。
過去からの推移を見ると、引き上げ額51円は最低賃金が時給で示されるようになった2002年以降最大です。

《8月時点で改定後最低賃金を下回る求人の割合》 「アルバイト・パート募集時平均時給調査」より

⚫ 8月時点で当社媒体（以下詳細）に掲載されていた求人情報のうち、改定後最低賃金を下回る求人の割
合は全国で37.4%でした。都道府県別では高知61.0％、徳島53.6％、福島52.7％、鳥取50.3％、愛
媛50.1％の5県で5割を上回ります。職種別では「販売・サービス系」がもっとも高く45.4％、「フード系」も
41.0%と4割を上回ります。

アルバイト・パート募集時平均時給調査

調査内容 アルバイト・パートの募集時の平均時給について、地域別、職種別にまとめている

調査手法
『TOWNWORK』『fromA navi』に掲載された求人情報より、アルバイト・パートの求人情報を抽
出、集計 ※2022年4月度に集計対象拡大等のリニューアルを実施

調査期間
月次で集計、調査発表
毎月1日～末日までの掲載分を集計、まとめている

集計対象件数 月次で変動（2024年8月は53万1,997件）

参考URL https://jbrc.recruit.co.jp/data/ap/

調査概要

※グラフと数表は、集計結果の小数点以下第2位を四捨五入して表示している

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_42150.html
https://jbrc.recruit.co.jp/data/ap/
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最低賃金改定の状況（全国加重平均）

地域別最低賃金は毎年10月上旬頃に各都道府県で改定されます。まず全体の状況を掴むために全国加重
平均の推移を確認しましょう。

2024年度は中央最低賃金審議会が答申した全国一律50円の引き上げ目安に対して、27県が目安を上回
る答申をし、50～84円の引き上げが決まりました。全国加重平均は51円引き上げられ1,055円となります。過
去からの推移を見ると、引き上げ額51円は最低賃金が時給で示されるようになった2002年以降最大です。

最低賃金は2017年政府が示した「働き方改革実行計画」などを受けて大幅な引き上げ傾向にあり、2023年
に全国加重平均1,000円を突破しました。さらに政府は「経済財政運営と改革の基本方針2024（骨太の方
針）」において、2030年代半ばまでの達成を目指す全国加重平均1,500円について、より早期に達成できるよ
う生産性向上や自動化・省力化投資支援、各種環境整備に取り組むほか、地域間の最低賃金格差の是正を
図るとしており、今後も動向が注目されます。

最低賃金（全国加重平均）の推移

2017年3月
「働き方改革実行計画」

年率3％程度、全国加重平
均1,000円目安

2020年2月～
新型コロナウイルス感染拡大

2024年6月
「骨太の方針2024」

2030年代半ばまでにより早く
全国加重平均1,500円を目指す
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最低賃金改定の状況（都道府県別）

下表は2023・24年度の地域別最低賃金の一覧です。2024年度の改定額は951～1,163円、引き上げ率
は4.5～9.4%となりました。84円の大幅引き上げをおこなった徳島県をはじめ東北、四国、九州において目安額
を超えて引き上げた県が多く存在します。周辺地域への人材流出などを危惧したのかもしれません。

緑字：各項目TOP10目安額よりも引き上げた都道府県



4

最低賃金改定の影響に関する調査レポート

8月時点で改定後最低賃金を下回る求人の割合（都道府県別）

改定後最低賃金（p.3）を下回る求人の割合を、8月時点で確認すると全国で37.4%でした。都道府県別
では高知61.0％、徳島53.6％、福島52.7％、鳥取50.3％、愛媛50.1％の5県で5割を上回ります。

出所:ジョブズリサーチセンター「アルバイト・パート募集時平均時給調査」のデータより集計

緑字：各項目TOP10
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8月時点で改定後最低賃金を下回る求人の割合（過去推移／エリア別）

過去からの推移を見ると、最低賃金を下回る求人の割合（全国37.4％）は2017年以降もっとも高くなりまし
た。北海道、東北、北関東、東海、関西、中国・四国では4割を上回り、東北、中国・四国、九州では2023年
を10ポイント以上上回ります。首都圏のみ2023年を下回りますが、人材採用のために以前から高い給与設定を
していた企業が多いことも考えられます。

出所:ジョブズリサーチセンター「アルバイト・パート募集時平均時給調査」のデータより集計

緑字：各年TOP

8月時点で改定後最低賃金を下回る求人の割合
（エリア別）

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

全国 21.1% 19.3% 25.5% 5.3% 24.7% 30.4% 34.5% 37.4%

北海道 39.4% 33.1% 37.4% 0.0% 29.3% 39.0% 37.3% 45.7%

東北 14.3% 9.9% 18.3% 3.0% 26.3% 28.1% 30.5% 40.6%

北関東 7.9% 11.1% 13.3% 7.5% 18.2% 29.0% 32.3% 40.8%

首都圏 22.1% 18.2% 30.9% 7.6% 22.7% 28.1% 34.9% 32.2%

甲信越・北陸 7.6% 18.3% 8.8% 5.1% 18.8% 28.9% 29.3% 29.6%

東海 20.7% 17.1% 23.8% 4.9% 34.8% 32.2% 36.8% 41.5%

関西 26.4% 23.7% 25.2% 2.3% 22.6% 35.9% 40.7% 45.1%

中国・四国 13.7% 15.2% 18.6% 1.5% 20.3% 29.1% 31.4% 44.1%

九州 11.9% 18.5% 15.1% 7.4% 22.1% 26.0% 24.0% 35.9%
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8月時点で改定後最低賃金を下回る求人の割合（過去推移／職種別）

職種別では例年同様「販売・サービス系」がもっとも高く45.4％、「フード系」も41.0%と4割を上回ります。過去
からの推移を見ると、専門職系を除いたすべての職種で2017年度以降もっとも割合が高くなりました。最低賃金
改定の影響が職種問わず大きいことがうかがえます。

出所:ジョブズリサーチセンター「アルバイト・パート募集時平均時給調査」のデータより集計

緑字：各年TOP

8月時点で改定後最低賃金を下回る求人の割合
（職種別）

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
2024年8月
全国平均時
給（円）

職種計 21.1% 19.3% 25.5% 5.3% 24.7% 30.4% 34.5% 37.4% 1,151

販売・サービス系 28.9% 26.6% 32.2% 8.1% 35.5% 43.5% 43.8% 45.4% 1,118

フード系 17.8% 17.4% 22.9% 3.7% 26.6% 34.3% 37.4% 41.0% 1,114

製造・物流・清掃系 21.8% 19.9% 26.7% 6.3% 25.1% 24.3% 30.1% 32.8% 1,161

事務系 16.7% 13.7% 21.4% 3.3% 14.0% 16.8% 22.5% 24.3% 1,229

営業系 7.4% 7.6% 13.6% 5.3% 7.0% 20.3% 24.3% 27.0% 1,185

専門職系 13.3% 10.0% 16.9% 2.3% 13.8% 9.3% 15.0% 13.8% 1,354
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参考）8月時点で改定後最低賃金を下回る求人の割合（職種×主要都道府県）

職種および主要都道府県別で見ると、神奈川、三重、岐阜、静岡、滋賀において専門職系を除いたすべての
職種で3割を上回ります。10月の改定以降、賃金が最低賃金を下回ることがないよう十分にご注意ください。

出所:ジョブズリサーチセンター「アルバイト・パート募集時平均時給調査」のデータより集計 緑字：30.0%以上

参照: 
厚生労働省 「雇用・労働 賃金（賃金引上げ、労働生産性向上）」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/chingin/index.html
厚生労働省 報道発表資料「全ての都道府県で地域別最低賃金の答申がなされました」
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_42150.html
「働き方改革実行計画」
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12602000-Seisakutoukatsukan-
Sanjikanshitsu_Roudouseisakutantou/0000163841.pdf
内閣府 「経済財政運営と改革の基本方針2024（骨太の方針）」
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2024/decision0621.html

東京 神奈川 埼玉 千葉 愛知 三重 岐阜 静岡
販売・サービス系 45.4% 34.7% 53.5% 43.5% 41.1% 41.2% 45.6% 56.4% 52.2%
フード系 41.0% 28.2% 52.6% 32.6% 32.4% 45.7% 41.1% 50.2% 45.7%
製造・物流・清掃系 32.8% 24.2% 35.9% 30.5% 24.3% 36.0% 38.3% 44.0% 44.6%
事務系 24.3% 19.7% 31.8% 35.5% 24.1% 28.4% 35.3% 40.9% 37.2%
営業系 27.0% 12.6% 43.3% 28.2% 24.6% 33.3% 34.6% 38.7% 49.5%
専門職系 13.8% 12.7% 16.1% 6.5% 9.1% 13.7% 4.8% 7.0% 16.4%

大阪 兵庫 京都 奈良 滋賀 和歌山
販売・サービス系 45.4% 48.4% 50.7% 44.2% 55.1% 57.8% 50.5% 56.1% 45.2%
フード系 41.0% 57.5% 57.2% 44.6% 44.9% 52.9% 24.4% 53.2% 36.3%
製造・物流・清掃系 32.8% 41.1% 35.8% 28.5% 36.4% 37.8% 27.2% 41.3% 24.4%
事務系 24.3% 27.9% 27.0% 39.4% 40.0% 45.0% 15.8% 7.2% 7.2%
営業系 27.0% 40.8% 38.8% 33.2% 21.3% 43.1% - 16.7% 21.7%
専門職系 13.8% 26.5% 18.9% 18.3% 8.4% 6.2% 0.0% 18.1% 12.3%

全国

東海

関西

首都圏

北海道 福岡

全国

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/chingin/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_42150.html
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12602000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Roudouseisakutantou/0000163841.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12602000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Roudouseisakutantou/0000163841.pdf
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2024/decision0621.html
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